『宇宙基本法』が成立＝軍事利用を解禁

自公民の多数で。2008/05/21
宇宙基本法が２１日午前の参院本会議で、自民、公明、民主各党などの賛成多数で可決、成立した。自民・公明・民主が５月９日に共同提出し、13日にわずか2時間の審議で衆院を通過させ、参院でも2時間の審議で可決した。共産、社民両党は「宇宙の軍事利用は認められない」として、反対した。公布から３カ月以内に施行される。
基本法は、「宇宙開発は憲法の平和主義の理念にのっとり行われる」とした上で、その目的として

(1)　人間の生存と生活に対する脅威の除去　

(2)　国際社会の平和と安全の確保　

(3)　日本の安全保障に資する宇宙開発利用の推進　　　の３点を明記。

宇宙開発に関する従来の原則（「平和の目的の限る」：別項参照）を捨て、軍事利用に公然と道を開くものになっている。ミサイル防衛（ＭＤ）システム（2003年導入）、衛星による偵察活動、自衛隊の海外活動を支える通信衛星の保有など、アメリカ軍と一体となった軍備増強が加速される危険性大である。

『我が国における宇宙の開発及び利用の基本に関する決議』
（1969年5月9日衆議院本会議）

「我が国における地球上の大気圏の主要部分を越える宇宙に打ち上げられる物体及びその打ち上げロケットの開発及び利用は、平和の目的に限り、学術の進歩、国民生活の向上及び人類社会の福祉を図り、あわせて産業技術の発展に寄与すると共に、進んで国際協力に資するためにこれを行うものとする。」
